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 １．石巻市災害復興住宅供給計画の位置づけ 

 

本計画は、「石巻市震災復興基本計画」（平成 23 年度）を上位計画とし、

「石巻市住生活基本計画」及び「石巻市公営住宅ストック総合活用計画」（平

成 19年度）との関係に配慮して平成 23年度に策定した。 

平成 24年度から平成 25年度においては、各種意向調査結果を踏まえ計画

戸数及び地区別整備計画等を改定した。 

平成 26 年度においては、平成 25 年度から平成 26 年度に実施した「石巻

市防災集団移転・復興公営住宅事前登録制度」における事前登録世帯数を踏

まえ計画戸数及び地区別整備計画等を改定した。 

本改定は、その後の事前登録状況及び応急仮設住宅入居者を対象とした自

立計画届出書の集計結果等を踏まえ改定するものである。 

なお、整備を円滑に進めるため、本計画の整備方針に基づき、「石巻市災

害公営住宅設計ガイドライン」及び「石巻市復興公営住宅設計標準」を策定

した。 

 

【石巻市災害復興住宅供給計画の位置付け】 

 

  
石巻市震災復興基本計画 

（平成 23年度） 

 
石巻市災害復興住宅供給計画 

石巻市住生活基本計画 
（平成 19年度） 

石巻市公営住宅ストック総合活用計画 

（平成 19年度） 

石巻市災害公営住宅 
設計ガイドライン 

 
石巻市復興公営住宅設計標準 

配慮 

反映 
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【石巻市災害復興住宅供給計画制定・改定の経緯】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2回改定 
（平成 25年 8月） 

第 3回改定 

（平成 27年 4月） 

原計画 石巻市災害復興住宅供給計画 
（平成 23年 10月） 

・意向調査結果を考慮し地区別整備計画を改定。 

・主要施策の内、災害復興型地域優良賃貸住宅を削除。 

・年度別整備目標戸数の改定。 

・事前登録、意向調査結果を考慮し、地区別整備計画を改定。 

・主要施策の内、みなし仮設住宅（既存民間賃貸住宅）の借上げ

を追加。 

第 1回事前登録（平成 25年 9～11月） 
第２回事前登録（平成 26年 7～8月） 

未登録世帯への意向調査 
（平成 26年 8月） 

第 1回改定 
（平成 24年 4月） ・全体整備目標戸数の改定：3,000戸→4,000戸 

地区別整備計画の策定 
（平成 24年 10月） 

第 1回・今後の住まいに関する意向調査 
（平成 24年 3月） 

第 2回・今後の住まいに関する意向調査 
（平成 24年 11～12月） 

災害公営住宅への入居に関する意向調査 
（平成 24年 8月） 

一部改定 
（平成 26年 12月） ・全体整備目標戸数の改定：4,000戸→4,500戸 

一部改定 
（平成 28年 11月） 

・全体整備目標戸数の改定：4,500戸→4,700戸 

・整備完了時期の変更：平成 29年度→平成 30年度 

自立計画届出書の提出（平成 28年 7月） 

第４回改定 
（平成 29年 3月） 

・地区別整備計画の改定 

入居資格要件緩和等（平成 29年 3月） 
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  ２．復興公営住宅供給の基本的な考え方 

 

本計画は、原計画を踏襲し『人と人、地域と地域が結びつき、そこに生ま

れる誇りや交流の中で集い住まうコミュニティを重視した居住環境の実現』

を理念とする。 

この理念を実現するため、以下の３点を基本方針とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本方針】 

○被災者への迅速な復興公営住宅の建設・確保 

○入居者への配慮 

○地域社会への貢献 
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 ３．復興公営住宅の整備方針及び主要施策         

 

 

 

 

多様な整備主体により円滑な整備を推進するとともに、民間との連携・適切な

構造や配置により整備コストの軽減を図る。 

 

 

 

 

公的主体による整備においても県・ＵＲ等の連携により迅速な供給を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間と連携し、借上方式、買取方式など柔軟な発注方式を進め、整備の早期化

とコスト縮減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針１ ： 被災者への迅速な復興公営住宅の建設・供給 

整備方針１ ： 公的主体による迅速な供給 

施策１ ： 県・ＵＲとの連携による整備 

・災害公営住宅整備事業制度により、宮城県代行方式（市が自ら設計発注

するほか、県へ基本設計から工事完了までを委託）、ＵＲ委託契約方式

（都市再生機構に基本設計から委託し、実施設計から工事完了までは

設計施工一括発注）を積極的に進める。 

施策２ ： 民間を活用した公募型借上方式、買取型方式等による早期整備 

・民間を活用し、公募型借上方式、公募型買取方式（土地建物提案型、建

物提案型）、再開発保留床買取型等により早期整備を図る。 

整備方針２ ： 民間と連携した迅速な供給とコスト縮減 

施策３ ： 民間との連携による初期費用の軽減、将来の過剰ストックの解消 

・民間による整備を推奨することにより整備に要する初期費用を軽減させ

るほか、借上方式の導入により将来の過剰ストックの解消を図る。 

施策４ ： みなし仮設住宅（既存民間賃貸住宅）の活用 

・追加供給においては、早期整備、過剰ストック解消を図るため、みなし

仮設住宅（既存民間賃貸住宅）の借上による復興公営住宅化を図る。 
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人と人との結びつきによる充実した生活を実現するため、入居者への配慮と

して、入居者に優しい施設整備、コミュニティの醸成を推進する。 

 

 

 

高齢者が多い状況を踏まえ、住宅計画においてはバリアフリーの徹底と緊急

対応仕様に配慮する。また、高齢者の生活を支援する取り組みとの連携を考慮

した計画を推進する。さらに、入居者に優しい生活環境の実現のため、ペット

共生住宅等の整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

整備方針３ ： 入居者に優しい施設整備 

 

基本方針２ ： 入居者への配慮 

施策６ ： 地域包括ケアにおけるサポート拠点の整備 

・高齢入居者、地域の高齢者の在宅医療、看護、介護等のケアのため、多

種の事業者が連携して活動できるサポート拠点機能の整備を図る。 

施策７ ： 高齢者生活支援施設等の併設 

・被災者の日常生活の利便性・安全性を確保し、高齢者や障害者等のニー

ズに対応する生活支援サービス提供のため、復興公営住宅において、高

齢者生活支援施設等の併設を図る。 

施策５ ： シルバーハウジングと同等の機能を有した整備 

・バリアフリーの徹底を図る。 

・生活援助員を派遣し高齢者の安否確認や緊急時の対応等を行うシルバ

ーハウジングの思想を導入し、緊急事態が発生した場合、高齢等入居

者をサポートするため、下記の緊急対応設備の設置を推進する。 

【玄関に非常警報型インターホーンの設置、緊急時コールボタン

の設置（主寝室、浴室、便所）、ポータブル型緊急通報装置（パ

ッシブセンサー併設）の設置】 

施策８ ： ペット共生住宅の整備 

・復興公営住宅においても市街地の整備戸数の約一定程度ペット共生住宅

を各地区に整備する。 
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人と人、地域と地域が結びつき、そこに生まれる誇りや交流の中で集い住まう

コミュニティを重視した居住環境の整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備方針４ ： コミュニティの醸成 

 

施策９ ： 地域特性に考慮した整備 

・市街地では、集合住宅を基本とし、地域性に応じて長屋・戸建て住宅

も供給する。特に、地域活性化が課題である地域では、小規模宅地を

活用した移転希望の高い形式の住宅供給や地域コミュニティ活動を想

定した計画とする。 

・半島沿岸部では、戸建て住宅を基本とし、地域性に応じて集合住宅も

整備する。 

 

施策１０ ： コミュニティ形成に配慮した共用空間の整備 

・住民相互の触れ合いや助け合いを支援するとともに、地域の特性を考

慮して、地域福祉やボランティア活動の基礎的拠点として活用できる

集会施設の整備を推進する。 

・入居者それぞれが自立した生活を送りながらも共用空間を介してコミ

ュニティを形成し、入居者同士が見守り、助け合うことができる共助

型復興公営住宅を整備する。 
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津波等の災害から市民の命を守るべく、安全・安心な地域づくりに貢献すると

もに、良質で長期使用に耐える社会資本の整備により地域社会への貢献を図る。 

 

 

 

入居者のみならず、周辺住民に対する防災機能の強化に寄与する整備を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

良質で長期使用に耐える社会市資本として整備を図るほか、環境への配慮、地

域産材を活用した整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備方針５ ： 安全・安心まちづくり、地域の活性化に寄与する整備の推進 

 

施策１１ ： 津波に強いまちづくり 

・避難困難区域に整備する石巻市復興公営住宅を対象に、「石巻市津波避

難場所整備事業費補助金交付石巻市津波避難場所管理協定基準に係る

ガイドライン」に規定する「津波一時避難施設」として機能するように

整備する。 

基本方針３ ： 地域社会への貢献 

施策１１ ： 長期的価値の確保と設計ガイドライン、標準仕様の活用 

・良質な社会資本としての長期的価値（耐震性、基本性能、高齢化対策、

環境）を確保するため、設計ガイドライン、標準仕様を活用する。 

◇設計方針 

・耐震、防火及び遮音性の向上 

・高齢者・障害者等への対応 

・環境問題への配慮、省エネ住宅の整備 

・ニーズの変化及びライフサイクルコストへの配慮 

・街並みの形成等景観への配慮 

・地域産材を活用した整備 

整備方針６ ： 良質で長期使用に耐える社会資本としての整備 
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４．計画戸数及び計画期間 

 

４－１ 計画戸数及び計画期間 

 

計画期間は平成２３年度から平成３０年度とし、計画戸数を４,７００戸と

想定して、復興公営住宅の建設・整備、確保を図る。 

なお、計画戸数については、入居希望者を対象とした事前登録状況、入居及

び退去の状況を踏まえて随時精査を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画戸数： ４,７００戸 

■計画期間：平成２３年度～平成３０年度 
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４－２ 計画戸数の算定根拠 

 

① 入居希望世帯数の整理 

 

石巻市に整備される復興公営住宅への入居希望は、平成２８年１０月末時点

において市街地部で３，９８２世帯、半島沿岸部で５９２世帯、合計４，５７４

世帯となっている。 

 

 

（入居希望世帯数の内訳） 

項目 世帯数 備考 

（１）事前登録における登録決定世帯 ３，８１３世帯  

（２）自立計画届出書における入居希望 １６９世帯 ※ 

小計（市街地部における入居希望世帯） ３，９８２世帯 （Ａ） 

（３）半島沿岸部における入居希望世帯（見込含む。） ５９２世帯 （Ｂ） 

合計（市全体の入居希望世帯） ４，５７４世帯  

※ 過去の相談内容等から入居資格が無いと判断される世帯を除く。 

 

 

 

② 再建方法の変更が見込まれる世帯の推計 

 

 自立計画届出書における再建方法が「市営・県営住宅」及び「民間賃貸住宅」

と回答した世帯のうち、入居資格要件の緩和等に伴い再建方法を変更し、復興公

営住宅への入居が見込まれる世帯を１１２世帯とした。 

 

 

 （再建変更見込世帯の内訳） 

項目 世帯数 変更見込世帯数 備考 

（１）市営・県営住宅希望世帯 １３８世帯 １７世帯  

（２）民間賃貸住宅希望世帯 １，１５９世帯 ９５世帯  

小計  １１２世帯 （Ｃ） 
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③ 追加計画戸数の改定 

 

①及び②を踏まえ、市街地部の計画戸数を４，１００戸（計画比２５０戸増）、

半島沿岸部の計画戸数を６００戸（計画比５０戸減）、合計４，７００戸（計画

比２００戸増）とする。 

 

 

 （現整備計画戸数との比較） 

地区 

 計画戸数 

増減 入居希望世帯 （変更前） （変更後） 

市街地部 （Ａ+Ｃ） ４，０９４世帯 ３，８５０戸 ４，１００戸 ２５０戸 

半島沿岸部 （Ｂ） ５９２世帯 ６５０戸 ６００戸 △５０戸 

合計  ４，６８６世帯 ４，５００戸 ４，７００戸 ２００戸 
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５．地区別整備計画及び型別供給配分計画 

 

５－１ 地区別整備計画の基本的考え方 

 

地区別整備計画においては、「被災者の意向（事前登録結果等）」を重視すると

ともに、多様な方法による供給を踏まえ柔軟に設定する。 

整備戸数は、市街地において最大で４，１００戸の整備を行うが、地区別の必

要戸数を分析すると共に、当該地区で可能性のある土地、整備・住宅確保の手法

を総合的に検討し決定する。 

 

５－２ 地区別計画戸数 

① 市街地部 

市街地で４，１００戸の復興公営住宅を整備するにあたり、事前登録世帯数や

希望調査の結果等を基に、供給地区と戸数配分を下記のとおりとする。 

【市街地の地区別画戸数】                 （単位：戸） 

地区 
改 定 前 

① 
改 定 後 

② 
増  減 
②－① 

蛇田 １,１８０ １,２３０ ５０ 

釜大街道 ７６０ ９２０ １６０ 

中心 ６５０ ６４０ △１０ 

門脇 １５０ １５０ － 

湊 ４３０ ４３０ － 

渡波 ５８０ ６３０ ５０ 

河南・河北 １００ １００ － 

合計 ３,８５０ ４，１００ ２５０ 

 

②半島沿岸部 

半島沿岸部の計画戸数は、事前登録状況を踏まえ、下記のとおりとする。 

【半島沿岸部の地区別計画戸数】               （単位：戸） 

地区 
改 定 前 

① 
改 定 後 

② 
増  減 
② － ① 

石巻半島 ５０ ４０ △１０ 

河北 ２５０ ２４０ △１０ 

北上 ７０ ７０ － 

雄勝 １００ １００ － 

牡鹿 １８０ １５０ △３０ 

合計 ６５０ ６００ △５０ 
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①  市街地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区別計画戸数・位置図 
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中
心
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６
３
０
戸

 

【
湊
地
区
】

 

４
３
０
戸

 

【
門
脇
区
】

 

１
５
０
戸

 

地
区
名
 

蛇
田
 

釜
大
街
道
 

中
心
 

門
脇
 

湊
 

渡
波
 

河
南
・
河
北
 

市
街
地
合
計
 

計
画
戸
数
 

１
，
２
３
０
戸
 

９
２
０
戸
 

６
４
０
戸
 

１
５
０
戸
 

４
３
０
戸
 

６
３
０
戸
 

１
０
０
戸
 

４
，
１
０
０
戸
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②  半島沿岸部（石巻半島・牡鹿地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区名 石巻半島 牡鹿 河北 雄勝 北上 半島沿岸部合計 

計画戸数 ４０戸 １５０戸 ２４０戸 １００戸 ７０戸 ６００戸 

 

 

【石巻半島地区】 

４０戸 

【牡鹿地区】 
１５０戸 

牡鹿地区 

石巻半島地区 
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③  半島沿岸部（河北・北上・雄勝地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区名 石巻半島 牡鹿 河北 雄勝 北上 半島沿岸部合計 

計画戸数 40戸 150戸 240戸 100戸 70戸 600戸 

 

 

【北上地区】 
７０戸 

【牡鹿地区】 
整備計画   戸 

北上地区 

河北地区 

雄勝地区 

河北地区 

【河北地区】 
２４０戸 

【雄勝地区】 
１００戸 

分浜地区 
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５－３ 型別供給計画 

 

① 型別標準規模 

 

復興公営住宅の型別供給は、世帯人員や年齢構成に対応した供給を基本とす

る。また、入居者間の良好なコミュニティ形成が図れるように多様な世帯が共に

居住できるように配慮した混住型の住戸配置を基本とする。 

また、標準規模の設定においては、宮城県住生活基本計画における誘導居住水

準面積を基に、将来的な車いす利用、在宅介護にも対応可能なものとする。 

 

【型別標準規模】 

 

 

 

 

 

 

 

 

型別 標準規模 対象世帯 

１Ｋ 約２５㎡ １～２人世帯用 

１ＤＫ 約４０㎡ １～２人世帯用 

１ＬＤＫ／２ＤＫ 約４５～５５㎡ １～２人世帯用 

２ＬＤＫ／３ＤＫ 約５６～６５㎡ ２～３人世帯用 

３ＬＤＫ 約６６～７５㎡ 

４人以上世帯用 

４ＬＤＫ 約７６～８０㎡ 
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② 型別供給割合 

 

市街地の復興公営住宅の型別については、復興公営住宅事前登録における登

録世帯人員を基に下記の型別供給割合により整備を図る。 

半島沿岸部の復興公営住宅の型別については、復興公営住宅事前登録におけ

る登録世帯人員及び登録型別により整備を図る。 

 

【事前登録における世帯人数別構成（平成 29年 2月末時点】 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
【類型別供給割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画 

型別 

１Ｋ 

１ＤＫ 

１ＬＤＫ 

２ＤＫ 

２ＬＤＫ 

３ＤＫ 

３ＬＤＫ 

４ＬＤＫ 

対象世帯人員 １～２人 ２～３人 ４人以上 

供給割合 ４３％ ４５％ １２％ 



- 15 - 

 


